
鳥取県営病院事業の設置等に関する条例及び鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布する。

平成20年12月26日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第79号

鳥取県営病院事業の設置等に関する条例及び鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例

（鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部改正）

第１条 鳥取県営病院事業の設置等に関する条例（昭和39年鳥取県条例第12号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下この条において「移動別表細

目」という。）に対応する次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下この条

において「移動後別表細目」という。）が存在する場合には、当該移動別表細目を当該移動後別表細目とし、

移動後別表細目に対応する移動別表細目が存在しない場合には、当該移動後別表細目（以下この条において

「追加別表細目」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の表示を除く。以下この条において「改正部分」と

いう。）に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の表示及び追加別表細目を除く。

以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という。）に対応する次の

表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正後表」という。）が存在する場合に

は、当該改正表を当該改正後表に改め、改正後表に対応する改正表が存在しない場合には、当該改正後表を加

える。

改 正 後 改 正 前

（病院における使用料及び手数料の徴収) (病院における使用料及び手数料の徴収)

第５条 略 第５条 略

２ 前項の使用料又は手数料の額は、別表第１及び別 ２ 前項の使用料又は手数料の額は、別表第１及び別

表第２に定める金額によるほか、健康保険法（大正 表第２に定める金額によるほか、平成20年厚生労働

11年法律第70号）第76条第２項（同法第149条にお 省告示第59号（診療報酬の算定方法）に基づき、同

いて準用する場合を含む。）の規定による厚生労働 告示に定める医科診療報酬点数表又は歯科診療報酬

大臣の定め及び高齢者の医療の確保に関する法律 点数表により算定した額（病院に勤務しない医師又

（昭和57年法律第80号）第71条第１項に規定する療 は歯科医師が診療又は研究のために病院の検査施設

養の給付に要する費用の額の算定に関する基準（以 を利用した場合は、その額の８割に相当する額）及

下「診療報酬の算定方法」という。）により算定し び平成18年厚生労働省告示第99号（入院時食事療養

た額（病院に勤務しない医師又は歯科医師が診療又 費に係る食事療養及び入院時生活療養費に係る生活

は研究のために病院の検査施設を利用した場合は、 療養の費用の額の算定に関する基準）に基づき、同

その額の８割に相当する額）並びに健康保険法第85 告示に定める食事療養及び生活療養の費用額算定表

条第２項及び第85条の２第２項（同法第149条にお により算定した額（以下「療養費算定額」とい

いてこれらの規定を準用する場合を含む。）並びに う。）とする。ただし、労働者災害補償保険法（昭

高齢者の医療の確保に関する法律第74条第２項及び 和22年法律第50号）その他の法令の規定に基づく療

第75条第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準 養の給付等で企業管理規程で定めるもの及び消費税



により算定した額（以下「療養費算定額」とい 法（昭和63年法律第108号）第６条第１項の規定に

う。）とする。ただし、労働者災害補償保険法（昭 より非課税とされる療養等以外の療養等（以下「課

和22年法律第50号）その他の法令の規定に基づく療 税療養等」という。）に係る使用料（別表第１に定

養の給付等で企業管理規程で定めるもの及び消費税 めるものを除く。）の額は、企業管理規程で定める

法（昭和63年法律第108号）第６条第１項の規定に 額（課税療養等に係る使用料にあっては、療養費算

より非課税とされる療養等以外の療養等（以下「課 定額に100分の105を乗じて得た額の範囲内で企業管

税療養等」という。）に係る使用料（別表第１に定 理規程で定める額）とする。

めるものを除く。）の額は、企業管理規程で定める

額（課税療養等に係る使用料にあっては、療養費算

定額に100分の105を乗じて得た額の範囲内で企業管

理規程で定める額）とする。

３ 前項に規定するもののほか、診療材料、装用器 ３ 前項に規定するもののほか、装用器具、電気器具

具、電気器具等に係る使用料の額については、企業 等に係る使用料の額については、企業管理規程で定

管理規程で定める。 める。

別表第１（第５条関係） 別表第１（第５条関係）

１ 診断料、検査料等 １ 診断料及び検案料

区分 金額 区分 金額

略 略

恩給年金診断 １件につき 4,515円 恩給年金診断 １件につき 4,515円

人間ドック １件につき 42,000円

脳ドック １件につき 36,750円

妊婦健診（診察、尿検 １件につき 3,300円

査、超音波検査（精密検

査を除く。）に限る。）

略 略

変死体検案 １件につき 17,640円 変死体検案 １件につき 17,640円

新生児聴覚検査 １件につき 3,000円

先天性代謝異常等検査 １件につき 700円

外部委託検査 検査に要した費用を勘

案して病院の院長が別

に定める額（診療報酬

の算定方法により検査

料の額を算定できるも

の及びこの条例に定め

のあるものは、当該

額）

２ 略 ２ 略

３ 不妊治療料

区分 金額

配偶者間人工授 遠心分 １件につき 4,725円

精（精子洗浄濃 離法

縮法） 密度勾 １件につき 9,534円

配法

体 採卵・採精 １件につき 49,350円



外 顕微授精 １件につき 36,750円

受 初期胚培養 １件につき 40,950円

精 胚盤胞培養 １件につき 53,550円

新鮮胚移植 １件につき 33,600円

受精卵凍結保存 １年につき 42,000円

凍結受精卵融解・移植 １件につき 63,000円

精子凍結保存 １件につき 36,750円

４ 予防接種料

診療報酬の算定方法により算定した薬剤費（診

療報酬の算定方法に規定されていない薬剤を使用

した場合にあっては、当該薬剤の購入額（その額

に１円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額））及び手技料に100分の105を乗じて得た額

に健康診断料を加算した額（公費助成に係る予防

接種券を持参した場合において、当該予防接種券

に自己負担金の額が記載されているときは、当該

額）

５ 介補料

区分 金額

新生児介補 １日につき 3,810円

乳児介補 １日につき 570円

６ 略 ３ 略

７ 非紹介患者初診加算料 ４ 非紹介患者初診加算料

区分 金額 区分 金額

健康保険法第63 鳥取県 初診料算定１回につき 平成18年厚生労働省告示 初診料算定１回につき

条第２項第４号 立中央 2,625円 第495号（厚生労働大臣 1,575円

及び高齢者の医 病院 の定める評価療養及び選

療の確保に関す 鳥取県 初診料算定１回につき 定療養）第２条第４号に

る法律第64条第 立厚生 1,575円 規定する初診

２項第４号に規 病院

定する選定療養

（以下「選定療

養」という。）

のうち初診（他

の病院又は診療

所からの文書に

よる紹介がある

場合及び緊急そ

の他やむを得な

い事情がある場

合に受けたもの

を除く。）

８ 長期入院診療料 ５ 長期入院診療料

区分 金額 区分 金額

選定療養に関し、厚生労 選定療養に関し、180日 平成18年厚生労働省告示 平成18年厚生労働省告



働大臣が定める方法によ を超えた日以後の入院 第498号（保険外併用療 示第498号第10号に規定

り計算した入院期間が に係る厚生労働大臣が 養費に係る厚生労働大臣 する点数に100分の15を

180日を超えた日以後の 定める点数に100分の15 が定める医薬品等）第９ 乗じて算出した数に10

入院（企業管理規程で定 を乗じて算出した数に 号に規定する者を除いた 円50銭を乗じて得た額

める状態等にある者の入 10円50銭を乗じて得た 者に係る同告示第８号の に相当する額

院を除く。） 額に相当する額 規定により計算した入院

期間が180日を超えた日

以後の入院

９ その他の使用料

区分 金額

生命保険等に係る個別面 １件につき 5,565円

談

死後処置 １件につき 4,200円

備考 備考

１ 略 １ 略

２ ６の表において「非課税とされる助産に係る ２ ３の表において「非課税とされる助産に係る

資産の譲渡等」とは、消費税法第６条第１項の 資産の譲渡等」とは、消費税法第６条第１項の

規定により非課税とされる助産に係る資産の譲 規定により非課税とされる助産に係る資産の譲

渡等をいう。 渡等をいう。

別表第２（第５条関係） 別表第２（第５条関係）

区分 金額 区分 金額

略 略

通院入院証明書、療養費 １通につき 1,050円 通院入院証明書、療養費 １通につき 1,050円

支払証明書、自動車損害 支払証明書、自動車損害

賠償責任医療証明書及び 賠償責任医療証明書及び

診療明細書以外の証明書 診療明細書以外の証明書

（医師の記載が必要なも （医師の記載が必要なも

のを除く。） のを除く。）

診療情報の写し 複写に要した費用を勘

案して病院の院長が別

に定める額

（鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部改正）

第２条 鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例（昭和39年鳥取県条例第11号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前



（肢体不自由児施設及び重症心身障害児施設における （肢体不自由児施設及び重症心身障害児施設における

使用料及び手数料の徴収） 使用料及び手数料の徴収）

第８条 略 第８条 略

２ 略 ２ 略

３ 健康保険法（大正11年法律第70号）第63条第１項 ３ 健康保険法（大正11年法律第70号）第63条第１項

及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法 に規定する療養及び同法第85条第１項に規定する食

律第80号。以下「高齢者医療確保法」という。）第 事療養（以下この項において「療養等」という。）

64条第１項に規定する療養並びに健康保険法第85条 に係る鳥取県立総合療育センター、鳥取県立鳥取療

第１項及び高齢者医療確保法第74条第１項に規定す 育園及び鳥取県立中部療育園の利用については、同

る食事療養（以下この項において「療養等」とい 法第76条第２項の厚生労働大臣が定めるところによ

う。）に係る鳥取県立総合療育センター、鳥取県立 り算定した療養の給付に要する費用の額及び同法第

鳥取療育園及び鳥取県立中部療育園の利用について 85条第２項の厚生労働大臣が定める基準により算定

は、健康保険法第76条第２項（同法第149条におい した費用の額（以下この項において「療養費算定

て準用する場合を含む。以下同じ。）の規定による 額」という。）によるほか、別表第１に定めるとこ

厚生労働大臣の定め及び高齢者医療確保法第71条第 ろにより使用料を徴収する。ただし、消費税法（昭

１項に規定する療養の給付に要する費用の額の算定 和63年法律第108号）第６条第１項の規定により非

に関する基準（以下「診療報酬の算定方法」とい 課税とされる療養等以外の療養等に係る使用料（同

う。）により算定した額並びに健康保険法第85条第 表に定めるものを除く。）の額は、療養費算定額に

２項及び第85条の２第２項（同法第149条において 100分の105を乗じて得た額の範囲内で知事が定める

これらの規定を準用する場合を含む。）並びに高齢 額とする。

者医療確保法第74条第２項及び第75条第２項に規定

する厚生労働大臣が定める基準により算定した額

（以下この項において「療養費算定額」という。）

によるほか、別表第１に定めるところにより使用料

を徴収する。ただし、消費税法（昭和63年法律第

108号)第６条第１項の規定により非課税とされる療

養等以外の療養等に係る使用料（同表に定めるもの

を除く。）の額は、療養費算定額に100分の105を乗

じて得た額の範囲内で知事が定める額とする。

４ 鳥取県立総合療育センター及び鳥取県立鳥取療育 ４ 鳥取県立総合療育センター及び鳥取県立鳥取療育

園における健康保険法第63条第１項及び高齢者医療 園における健康保険法第63条第１項に規定する療養

確保法第64条第１項に規定する療養の給付（以下「 の給付の対象とならない予防接種並びに鳥取県立総

療養の給付」という。）の対象とならない予防接種 合療育センターにおける同項に規定する療養の給付

並びに鳥取県立総合療育センターにおける療養の給 の対象とならない虫歯予防フッ素塗布については、

付の対象とならない虫歯予防フッ素塗布について 同法第76条第２項の厚生労働大臣が定めるところに

は、診療報酬の算定方法に準じて算定した規則で定 より行う算定方法に準じて算定した規則で定める額

める額の使用料を徴収する。 の使用料を徴収する。

５及び６ 略 ５及び６ 略

別表第１（第８条関係） 別表第１（第８条関係）

区分 金額 区分 金額

略 略

変死体検案 １件につき 17,640円 変死体検案 １件につき 17,640円

死後処置 １件につき 4,200円

生命保険等に係る個別面 １件につき 5,560円



談

別表第２（第８条関係） 別表第２（第８条関係）

区分 金額 区分 金額

略 略

通院入院証明書及び診療 １通につき 1,050円 通院入院証明書及び診療 １通につき 1,050円

明細書以外の証明書（医 明細書以外の証明書（医

師の記載が必要なものを 師の記載が必要なものを

除く。） 除く。）

診療情報の写し 半切サ １通につき 590円

イズ

Ｂ４サ １通につき 190円

イズ

略 略

附 則

この条例は、平成21年４月１日から施行する。




